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要旨 

本稿は，古代日本の経済的柱であった農業生産における諸要素について推計を行い，古代

約 480年間の長期の経済成長と生活水準を数量的に分析した。具体的には，奈良時代，平

安時代前期・後期の各時点について，古代の文献資料から得られた数値データを利用して，

田地，畠地毎の耕地面積，土地生産性，農業生産量を推計し，1人あたり農業生産量（石

高）について考察した。その結果，(1)農業生産については，古代全体を通じた経済成長の

流れが全体としてゆるやかな成長であったこと，(2)生活水準については，1人あたり石高

は非常に低く，農業生産から得られる収入では一般農民の生活は生存することが厳しいも

のであったこと，が明らかになった。この結果は，古代日本の経済社会は貧弱な農業生産

に依存しており，十分な技術発展がなかった当時の状況下では，生産のサイクルを維持す

る以上の発展は見込まれるものではなかったと結論付けられる。 

 

キーワード：長期経済成長，生活水準，耕地面積，土地生産性，農業生産量， 1人あたり

石高。 
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Abstract 

This paper presents a quantitative analysis of long-term economic growth and living standards in  

ancient Japan during the roughly 480 years comprising the Nara (710-794) and Heian (794-1195) 

periods. The analysis is conducted by estimating production in agriculture, which was the pillar of 

the economy of ancient Japan. Specifically, arable land, land productivity, and agricultural output 

are estimated for three benchmark years – 725, 900, and 1150 – using quantitative data obtained 

from ancient records. The results indicate that (1) economic growth in ancient Japan was relatively 

steady and moderate, and (2) agricultural output per capita was very low and ordinary farmers must 

have struggled to survive on their income from agricultural sources alone. The findings thus 

suggest that ancient Japan was reliant on agriculture, which however, was poorly developed and 

showed little technological development, so that there was little economic growth.  

 

 

Keywords: long-run economic growth; living standards; arable land; land productivity; agricultural 

output; agricultural output per capita. 
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1. はじめに  

	
 本稿の目的は，古代日本の経済的柱である農業生産における諸要素について推計を試み，

奈良時代から平安時代にかけての約 480年間の長期の経済成長と生活水準を数量的に把握

することにある。 

奈良時代に成立した『万葉集』におさめられた山上憶良の「貧窮問答歌」には，奈良時

代の律令体制下での一般農民の過酷な姿が語られている3。しかし一方で，日本は白村江の

戦での敗北以降，中国の制度を取り入れて国家制度を整え，藤原京，平城京などの巨大宮

都を建設し，8 世紀前半には律令体制による政治体制を確立し，北海道，琉球を除く日本

列島の大部分を支配下に治めた。これほどまでの国力を短期間に作り上げた背景に存在し

た経済力は決して決して過小評価はできないものと考えられるが，この当時の日本を経済

方面から分析した場合，実際の国民の生活水準はどのようにしてあらわされるのであろう

か。また，律令体制の確立から，それが衰退し，やがて寺社および武士勢力の台頭までの

政治制度の変化のなかで，どのような経済成長があったのだろうか。 

本稿で扱う数値は，1000年以上前に作成された資料から得たものである。奈良時代は班

田収授の制度により全国的な戸籍帳簿が作成され，また各国では正税帳などの財政書類が

作成され，平安時代についても荘園経営のための土地資料が全国的に作成されている。こ

れら資料は『大日本史料』や『平安遺文』として収録・刊行されている。中央においても，

古代政府組織の形成過程において，律令や六国史など数多くの法令資料や史書が編纂され，

現在に伝わっている。 

本稿では，これら文献資料を利用して古代日本の経済成長に関する諸要素，すなわち耕

地面積，土地生産性，農業生産量にかんする数値を導き出し，その推計結果をもとに 1人

当たりの収入（石高）を考察する。また，これらの推計結果を非数字資料の情報に対して

どの程度整合性を有するかを検証することによって，古代日本における経済成長と生活水

準の把握を試みる。 

なお，本稿では古代の時期区分として，奈良時代（710-793年），平安時代前期（794-1000

年），平安時代後期（1001-1191年）を設定し，基準年をそれぞれ 725年，900年，1150年

に設定している。 

 

                                                   
3 『万葉集』2，pp.90-92。貧者と窮者の対話形式で詠まれた歌で，破れた布服を着て狭い住居
に暮らし，飯を炊く方法も忘れる程に困窮した農民の姿が描かれている。 
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2. 先行研究  

日本古代における生活水準・経済成長にかんする研究は，主に農業生産分野と人口の推

計を中心に進められてきた。生活水準を計る方法として古代の田地における土地生産性（単

位面積あたりの米の収穫量）の議論がある。ただし，生産性を直接計算できる資料は現存

しないため，主に法令資料および当時の土地資料を用いた推計が行われ，その結果をもと

に当時の農民がどの程度の生活が可能であったかが議論されてきた4。それは，1町あたり

の水田の収穫稲が 300余束（石に換算して約 15石），400束（20石）もしくは 500束（25

石）に大別することができる。 

この議論の中心は，国家から班給された田地（口分田）を耕作して生活した場合，当時

の農民（もしくはその家族全体）がどの程度扶養可能かどうかを検証することにある。国

家から与えられた田地の土地生産性が低い場合（300 束）は，口分田の収入のみでは農民

達は極めて貧しい生活を送っていたという悲観論になり，これに対して土地生産性が高い

とする研究（500 束）では，農民が最低限の生活を維持することができたとする楽観論に

分かれることになるといえるが，未だ結論は出ていない。 

	
 農業生産を計る上でのもう一つの要素である耕地面積については，歴史地理学方面での

研究において水田の耕地面積の分析が進められているが，これは『和名類聚抄（以下，和

名抄と省略）』や『拾芥抄』などの古代の辞典類に記載された国別の数値を並列的に比較検

討，もしくは後世の耕地面積を参考にして推計したものである5。 

経済成長を計る尺度としての人口成長の研究は，奈良時代については，戦前期に発表さ

れた澤田(1927)の推計が長らく説得性を持っていた。澤田は古代における貸付制度である

出挙稲の数に注目して，その課役負担者と戸籍資料との対比を使って，奈良時代の総人口

6,000,000-7,000,000 人を算出した6。この澤田推計は後に鎌田(1984)によって示された新資

料によって，実は平安時代初頭の人口であったことが確認された。鎌田は，茨城県鹿ノ子

C 遺跡で発見された平安時代初頭の漆紙文書を利用して再推計を試みた結果，文書に書か

れていた常陸国人口数が澤田の推計した常陸国人口と近似しており，澤田推計が 8世紀で

はなく平安時代初期であると結論付け，戸籍資料より新推計をした結果，奈良時代の総人

                                                   
4 土地生産性に関する研究および論争の経緯については虎尾(1961)に詳しく，本稿においても参
考にした。各推計の詳細については後述。 
5 桑原(1973, 1976, 1978)，弥永(1980)。詳細については後述。 
6 澤田(1927)，pp.1-296。なお、古代の人口推計の概観については，鬼頭(2000)，pp.47-58を参
考にした。 
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口を 4,512,200人とした7。 

近年では鬼頭(1996, 2000)および Farris (2006, 2009)における長期的な人口推計がある。鬼

頭の人口推計は縄文時代から現代に至るまでの長期的なものである。奈良・平安時代初頭

の人口については澤田と鎌田の研究に依拠したものとなっている8。平安時代前期（900年）

の推計は『和名抄』に記載された国別の田籍数にもとづく 1町あたりの人口を乗じる方法

により計算されたもので9，男女込みの班給面積を 1人あたり 1.6反，班給を受けることの

できない 6歳未満人口を 6歳以上人口の 16%として計算し，平安京人口を 100,000人とし

て総人口を 6,441,400人と推計している10。平安時代後期（1150年）についても同様に『拾

芥抄』をもとに一人あたりの班給面積から扶養可能な人口数を算出し 6,836,900人としてい

る11。 

Farris の人口推計は，澤田と鎌田，鬼頭らの手法に依拠もしくは他の資料を根拠として

修正したものである。奈良時代（730 年）は，澤田および鎌田と同様の推計方法を採用し

て推計した結果，総人口を 5,800,000-6,400,000人としている12。平安時代前期（950年）は，

横山(1879)によって推計された天暦から正暦期(947-995 年)の推計人口 4,400,000 人を引用

し，これを下限人口とした13。次に，鬼頭推計の方法を修正（1 人あたり配給面積は 2.17

反，『和名抄』面積の 25%は非耕作地と仮定）して農民人口を算出し，これを 1.4倍したも

のが米作以外の収入によって生計を立てていた人口を含む総人口 4,842,851 人であったと

                                                   
7 鎌田(1984)，pp.131-144。鎌田の推計は，現存する戸籍資料より 1郷あたりの良民人口を推計
し，これを全国の郷数に乗じる方法で良民人口を 4,250,000人と推計し，これに平城京人口と賤
民人口を加える方法となっている。なお，坂上(2004)では，澤田・鎌田推計が平安時代成立の
『和名抄』記載の郷数を利用している点を批判し，奈良時代成立の『律書残篇』記載の郷数お

よび『出雲国風土記』を利用して試算した結果，総計 450万人前後を奈良時代前半の政府掌握
人口としている。この数値は算出方法こそ違っているが，鎌田推計の 451万人と大差はない。 
8 鬼頭(1996)，pp.67-68。奈良時代（725年）は鎌田推計の 4,512,200人, 平安時代初頭（800年）
を澤田推計の 5,506,200人としている。 
9 『和名抄』の田籍数の対象時期については 9世紀もしくは 10世紀とする諸説があるが，ここ
では，和名抄の成立時期である 10世紀初頭の田籍数であるものとした（彌永 1980，pp.351-387）。 
10 鬼頭の推計方法は，班田収授制の規定により水田が班給されたときに，どれだけの人口に対
応できるかという扶養可能人口を求める考え方で，鬼頭自身も参加した社会工学研究所(1974)
の推計方法を踏襲したものである。  
11 鬼頭(2000)，p.58。 
12 Farris(2009)，pp.16-19。ただし，根拠を『律書残篇』に書かれた郷数に求めていることに違
いがあり，ここから 1郷当たり推定人口を乗じて，平城京，難波，大宰府の都市人口，脱漏人
口を加えて 5,800,000-6,400,000人と幅をもたせている。 
13 Farris(2009)，p.21。実際の横山の推計人口は 4,416,650人となっている（横山 1879，pp.3-4）。 
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し，都市人口 150,000人等を加えて上限人口 5,600,000を算出した14。平安時代後期（1150

年）については，『拾芥抄』記載値の田籍を平安時代前期と同様の方法で推計して 6,100,000

万人の推計とした。また，鬼頭(1996)の推計を修正して，『拾芥抄』以外の耕作地も含めた

田籍数を算出し，1人あたり班給面積を 1.975反，6歳未満人口が 6歳以上人口の 16%、都

市人口を 200,000人として 5,800,000人を推計し，それぞれ上限，下限としている15。なお，

Farrisは著書のなかで，斎藤修が試験的に行った古代末期の人口推計も紹介している16。 

	
 これら人口推計を比較すると表 1 になる。奈良時代は Farris 推計が鬼頭推計の人口を上

回っているが，平安時代に入ると Farris 推計では人口が減少し、平安時代後半になっても

奈良時代の水準に回復しないのに対して，鬼頭推計はゆるやかながらも成長を続けている。

この違いは，鬼頭推計は前提として班田収授制の規定で支給されたとされる口分田の収穫

米のみでの扶養可能人口であるのに対して17，Farris推計では先述のように口分田に放棄地

や荒地を仮定していたことによって，田地以外の生産によって生活していた人口を推計し

ていることや，記録外の耕作地も含めた扶養人口を求めていることが原因であると考えら

れる。 

長期的経済成長の観点では Maddison(2006)における 1990 年国際ドルでの推計がある。

Maddisonは非常に資料の乏しい時代であっても非数値の資料を総合的に分析し，それを増

加率に置きかえて遡及する方法をとっており，日本については 1人あたり GDPが 0年 400

ドル，1000年 425ドル，1500年 500ドルとなっている18。Maddisonは 1人あたり GDPに

おける最低生存水準を 400 ドルに設定しており19，この結果にいたる推計方法や生存水準

の定義についての妥当性については今なお議論の余地はあるものの，その数値による結論

としては，西暦 1000年以前の世界の大半がそうであったと同様に，古代日本も非常に生活

水準が低く，社会は停滞気味であったことしている20。 

以上の先行研究によって示された古代日本を考えた場合，人口成長の観点からは，古代

                                                   
14 Farris(2009)，20-24。この 1.4倍の根拠については，梅村ほか(1966)，網野(2001)より間接的
に得た数値としている。 
15 Farris(2009)，pp.24-27。 
16 Farris(2006)，p.99。斎藤推計では 1000年 6,000,000人，1250年 6,500,000人，1450年 10,500,000
人となっている。 
17 鬼頭(2000)，pp.51-58。 
18 Maddison(2006)，p.264。 
19 Maddison(2006)，p.260。 
20 Maddison(2006)，p.40。Maddisonは停滞の原因の根拠として日本が長期的に凶作や飢饉によ
る影響が大きかったことを挙げている。 
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はゆるやかながらも安定的な時代であったのか，もしくは人口が大きく減少するような低

成長の時代であったのかという 2つの異なった評価が与えられているといえよう。同様に，

土地生産性の分析においても，ある程度の生活が可能であったとする楽観論と，その日の

性格すらままならない悲観論という対立する議論が存在することがわかる。これら議論は，

古代日本の経済社会をあらわす上でどちらの姿がより現実を反映したものであるのかとい

う議論に帰着するといえる。この議論を考えるために，次節より農業生産分野の推計を用

いて，古代社会の経済成長の推移を分析していくこととする。 

 

3. 耕作地面積の推計  

古代は中央の政治機構が後世より比較的強力であったため，全国的な耕作地面積を記録

した文献資料が残っている。国別の数値が把握できる資料としては，『和名抄』，『掌中歴』，

『伊葉字類抄』，『拾芥抄』，『海東諸国記』がある。これら文献に所収の数値は，稲作田の

みを対象とした数値，すなわち水田の田籍数であり，麦，粟などの雑穀を耕していた畠の

耕地面積は含まれていないため，水田，畠地の耕地面積は個別に推計する必要がある。こ

こでは，まず比較的資料の残存状況が良好な水田の田籍数をもとめ，次に畠地の耕地面積

についても推計を試みることによって，古代を通じて全ての時期の耕地面積の概算をして

みたい。 

 

3-1. 田地  

奈良時代  

奈良時代の全国の総田籍を直接記録した資料は存在しないが，この時代の口分田の班給

システムから計算することは可能である。大化改新以降は全ての土地および人民は公有と

されていたため，奈良時代の班田収授の法において田地は戸口数に応じて戸を単位として

班給されていたので，当時の 1戸あたりの人口数と班給されていた水田がわかりさえすれ

ば，少なくとも国家が掌握していた田籍数（班田）は推計可能となる（農民戸数×1戸あた

りの班給田＝総班田数）。 

まず，当時の農民戸数については，当時の 1 戸あたりの人口は，鎌田(1984)で推計され

た 1 郷あたりの良民（農民）人口 1,052 人に対して21，1 郷あたり 50 戸の規程から除して

                                                   
21 鎌田(1984)，p.143。 
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平均 21人と考える22。 

1戸あたりに班給された口分田については，澤田(1927)の詳細な戸籍の分析によって得ら

れた当時の 1 戸あたりの男女比，年齢比から考えることができる23。まず，現存する戸籍

から得られた男女比が，男 83.5：女 100.0 となる。次に，口分田の班給開始年齢は 6 歳か

らであるので，当時の世帯における 5歳以下および 6歳以上の年齢構成比を求めると，男

総数 100 に対し 5 歳以下 16.1、6 歳以上 83.9，女総数 100 に対し 5 歳以下 13.4、6 歳以上

86.6という数値が得られる。これを 1戸あたり人口 21人の場合に適用すれば，口分田の班

給人数は 1戸あたり男 8.1人，女 9.9人になる。当時の規程によれば，男は 2段（0.2町），

女はその 1/3の口分田をそれぞれ与えられるので，合計 2.28町の口分田が 1戸あたりの受

ける口分田の面積となる（図 1）24。 

農民の人数については，鬼頭(1996)で推計された全国総人口 4,512,200 より都市人口

124,000人（平城京・難波宮・大宰府の人口の合計値）を引いた 4,388,200人を利用するこ

ととする25。これらの数値から農民戸数に 1 戸あたりの班田数を乗じて計算すると，

476,433.1町という数値を得ることができ，これを奈良時代の口分田の総田籍数とする26。 

次に，口分田以外の田地について考える。口分田以外の田地に関する記録は少ないが，

遠江国浜名郡の輸租帳（740 年）に，当該郡の口分田 880 町 4 段 276 歩以外の田地に加え

て，乗田，墾田，放生田などの田地 205町 6段 229歩の記録があり，これは口分田の約 23.4%

相当にあたる（表 2）。これを先に求めた口分田の総数に乗じて 111,485.3 町の口分田以外

の田地を算出することができた27。よって，数値と口分田との合計値である 587,918.4町を

本稿における奈良時代の総田籍数とする。 

                                                   
22 1,052/50=21.04。 
23 澤田(1927)，pp.74-77，pp.612-613。澤田は 1郷あたりの農民人口を 1,350人，そこから 1戸
の人口を 27人，班給口分田を 3.75町と推計したが，この数値は平安時代の出挙稲から算出し
た数値であるので，本稿では利用せず，鎌田の奈良時代の資料にもとづく推計の 1,052人を用
いて計算した。 
24 (8.1*2)+(9.9*2/3)=2.28 
25 4,512,200-(74,000+35,000+15,000)=4,388,200。鬼頭(1996)の推計は鎌田(1984)を若干修正したも
のである。また平城京人口については，諸推計が存在するが，ここでは鎌田(1984)の 74,000人
に従った。難波宮・大宰府については Farris(2009)のそれぞれ 35,000人，15,000人に拠った。 
26 2.28*{4,388,200/21}=476,433,1429。 
27 476,433.1*23.4/100=111,485.3454。澤田(1927)，pp.617-619によれば，遠江国浜名郡は「山嶽
に偏せず，大河に沿はず，実に模範たるべき地勢」という条件の土地であり，また「同郡の人

口と口分田の関係が殆ど正しく令の規定に一致」することから，本稿でもこの土地の田数比を

用いることとした。 
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平安時代前期  

平安時代前期の田籍数については，『和名抄』に記載のものを採用した。ただし，『和名

抄』に記載された個々の国別田籍を調べた場合，(1)飛騨国の田籍数が 6,615 町は後世の数

値に比較してあまりにも過大であること，(2)尾張国，三河国の田籍数が各 6,820 町で同じ

であること，(3)日向国，大隅国，薩摩国の田籍数が各 4,800 町と同じであること，以上の

点においては明らかに誤りであると指摘できる。この原因としては，『倭名抄』が編纂以降，

写本として筆写を繰り返す過程で誤写をした可能性が考えられ，総田籍数の試算にも影響

を及ぼすため，これらの数値をそのまま利用することはできない。 

	
 古代の田籍数については，平安時代以降に編纂された他の文献資料にも同様の記載があ

るが，各文献に記載された田籍数を比較すると，これら古代中世の田籍の数値は相互に関

連性をもっていることがわかる。よって，それらの田籍数を相互に比較して『和名抄』の

数値を補正することが可能である。 

『和名抄』と他の文献の田籍数を比較したものが表 3-Aである。まず，飛騨国の田籍に

ついて各文献の田籍を比較した場合，『伊葉字類抄』および『海東諸国記』等に記載の数値

が妥当であるかのように見えるが，一方で『和名抄』の下 3桁の数値が掌中歴のものと一

致することから，総合的に判断して『海東諸国記』に記載の 1,615 町に修正することが適

当と考えられる28。次に，尾張国と三河国の田籍数が同じである問題については，古代の

両国の郷数は同じであっても，田籍数までも一致するのは不自然と考えられるはずである。

よって，同時期の他の文献との比較により，尾張国の数値を『掌中歴』または『海東諸国

記』の田籍数 11,940町に修正した29。 

	
 最後に，九州南部の 3国である日向国，大隅国，薩摩国の田籍数が同一の数値であるこ

とについては，この 3国はもともと 1国（702年に唱更国（後の薩摩国）、713年に大隅国

が日向国より分立）であったことから，『和名抄』以前の旧記録の田籍数を 3等分した可能

性が強いと考えられるため、大田文における田籍比率や平安期の開発資料より，日向国

7,400 町，大隅国 3,000 町，薩摩国 4,000 町に修正した30。なお，この 3 国の田籍数の修正

は，合計値の範囲内での変化にとどまっているので，田籍の総数に影響は発生しない。 

                                                   
28 桑原(1976)，pp.55-57。 
29 桑原(1978)，p.146。 
30 桑原(1973)，pp.91-99。 
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 以上，『和名抄』記載の田籍の数値について修正を加えた結果，862,915町 3段 305歩と

いう数値を得ることができた。本稿ではこの数値を平安時代前半，900 年の総田籍数とし

て扱うこととする。 

 

平安時代後期  

	
 平安時代後期の田籍数については，中世初頭に成立した『拾芥抄』に記載の田籍数を利

用する。『拾芥抄』は 1341 年に成立した文献であるが，弥永(1980)の研究により，その田

籍数が平安時代末期の可能性が高いことが証明されており，本稿においては平安時代末期，

1150年の数値として扱うことにする31。 

	
 一般に広く利用されている『大日本租税志』所収の『拾芥抄』田籍数には他の文献記載

の田籍数を考慮した場合，(1)信濃国は 1656町となっているが，他文献では 30,000町以上

と大きな開きがあること，(2)安芸国は他文献では 7,300-7800 町であるのに対して 17,084

町と過大であること，(3)肥後国の田籍も他文献は 23,000町であるのに対して，13462町と

10,000町少ないこと，以上の 3国については明らかに不自然で修正の必要がある（表3-B）。 

本稿では，これら国の田籍数をより原資料に近いと考えられる惣田文献の田籍数に修正

した32。その結果，信濃国の田籍数は 30,929 町へ，安芸国の田籍数は 7,484 町へ，肥後国

の田籍数は 23,462町へそれぞれ修正されることとなり，それにともなって，惣田籍数も『大

日本租税志』掲載田数の 946,016町 2段から 956,875町 2段へと約 11,000町の上方修正が

なされることになる。 

	
 以上、古代の田籍数について若干の考察をおこなってきたが，それぞれの時代の田籍数

を地域および国別にまとめておくと表 4のとおりになる。奈良時代から平安時代前期にか

けての高い増加は，奈良時代における墾田政策による影響であると考えられる。 

 

3-2. 畠地  

古代に制定された律令のなかで、耕地にかんする規程として 37箇条からなる「田令」が

存在するが，そのなかで田地以外の地目に関する規程は，第 15条「園地条」，第 16条「桑

                                                   
31 鬼頭(1986)は，弥永(1980)の研究で，『拾芥抄』が治承年間（1177-1181年）以前にさかのぼ
り，平安末期を下ることがないこと，および寛治年間（1087-1194年）の惣検による数値の可
能性もあることが指摘されていることから，『拾芥抄』田籍を両時期の中間である 1150年とし
て採用している．本稿もこの説に従っている。 
32 本稿では，本稿では故実叢書編集部編(1952)，pp.409-418の数値を利用した。 
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漆条」，第 17 条「宅地条」の 3 箇条のみである33。畠地に関する規定の少なさは，古代国

家の農業政策の基本は水田稲作農業を示しているといえる。 

とはいえ，古代においては，畠作から得られる雑穀は飢饉対策として欠かせない食料で

あり，律令政府にとっては，不安定な農業から収入を安定させる意味でも畠作の奨励は重

要な課題であったといえる34。また，近年の研究では 722 年に出された百万町歩開墾計画

は，陸田（畠地）を中心とした開墾であったことが指摘されている35。これらのことから

も，古代には少なくはない畠地が存在していたことは確かではある。 

奈良時代については，寺院の財産状況をまとめた流記帳および資財帳に，寺院が所有し

ていた荘園の内訳として田畠別の合計面積が書かれており，ここから畠地の耕地面積を求

めることとした（表 5）。弘福寺には 7ヵ国分の耕地面積の記録があり，そこでの畠地の全

耕地面積に占める割合は 23.9%となっている。これら記録は畿内を中心としたものである

ことに留意する必要はあるものの，後に説明する平安時代における畠地の割合との比較か

ら，ここでは，これを奈良時代における全耕地面積における畠地の割合とした36。 

	
 平安時代になると畠地を扱った個々の土地資料も増えてく。平安時代における寺社所有

の個々の荘園などの土地資料より田畠の関係が明記されたものからその耕地面積における

割合を示したのが図 2である。平安時代前期は資料数が少ないため，あまりよい観測値を

得ることができなかったが（観測数：32），ここでは総耕地面積での平均値 35.2%を平安時

代前期の全耕作地面積における畠地率とした。 

これに対して，平安時代後期の畠地にかんする土地資料は比較的豊富である（観測数：

159）。そこから畠地率をみた場合，30.0-34.9%を最頻値として分布する結果となった。総

耕地面積での平均値は 30.7%となり，これを平安時代後期の畠地の割合とした。奈良時代

から平安時代前期への畠地率の伸びは，奈良時代より増加した開墾地の影響が大きいため

と考えられる。平安時代は荘園開発により耕地面積そのものは増加したものの，開墾地に

                                                   
33 「田令」『律令』，pp.242-243。 
34 例えば、飛鳥時代（619年）に桑，紵，梨，栗，蕪菁等などの草木の栽培が奨励されている。
奈良時代になってから出された715年の詔には，男子1人につき麦と稲を共に植えさせること，
栗の貯蔵，雑穀の割り当てなどが命じられている。 
35 木村(2010)，pp.58-60。開墾計画はその面積規模や，荒野閑地を開墾した場合に与えられる勲
位の基準が「雑穀」の石数であったことから，水田も含んでいたものの，飢饉・旱魃に備える

ために畠地の開墾を奨励していたものとしている。 
36 なお，法隆寺領の記録にも近江・大和・河内・摂津・播磨の畿内 5ヵ国について田地 92.1%，
畠地 7.9%の記録があるが，後の時代と比較した場合に極端に低い数値であるため，本稿では弘
福寺領の数値を採用した。 
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十分な灌漑施設を施すほどの農業技術は未発達なため，実態としては水田よりは畠地が多

かったからではないかと考えられる37。加えて，この時期になると，班田収授制度の崩壊

により各地の水田経営が十分に機能していなかったことも影響があったと考えられる。従

って，このような劣悪な条件下でも，開発期の土地経営においては田地より作付けが比較

的容易な畠地が好まれた可能性は十分に考えられる。また平安時代後期になると資料にあ

らわれる観測数が多くなったことは，この時期，土地領主層の畠地の生産に対する関心が

高まったことを示唆しているといえる。 

以上の畠地率を先に推計した田地面積に適用して，奈良時代 184,641,9町，平安時代前期

468,744.1町，平安時代後期 423,897.1町を畠地の耕地面積とした38。 

なお，古代という時代は，徳川時代後期のように各地で畠作物からの農産工業品が活発

に生産され流通したような状況は考えにくいことから，畠地での生産物は租税として納品

する以外には自家用もしくは狭い地域での流通のみに限定されていたと思われる。とはい

え，租税によって失われた収入を補う意味においては，農民にとっては畠地の経営は重要

な意味をもっていたと考えられ，決して畠地の占める比率は少なくなかったと考えてもよ

いだろう。 

 

4. 土地生産性の推計  

4-1. 田地  

奈良時代  

奈良時代の土地生産性においては，先行研究の概観で述べたように，主に法令資料およ

び当時の土地資料からの分析がなされ， 1町あたりの水田の収穫稲が 300余束（石に換算

して約 15石），400束（20石）もしくは 500束（25石）によって議論が分かれていた。 

300束説（瀧川 1927，澤田 1927）39は，班給された口分田は均一な土地ではなく，生産

性に差のある様々な田品（田地の等級）の混合地であったと仮定して，その比率を平安時

代に編纂された延喜式および弘仁式に記載の田品比率である七分法（上田，中田，下田，

                                                   
37 農業技術については，平安時代頃から直播法から苗代で苗を仕立てて田植をする方法が広ま
り，また田植え労働の組織化が進んだとされているが，灌漑工事の主流は大河川の治水工事で

はなく貯水池の造成が中心であり，依然として水田耕作は粗放的であったことが指摘されてい

る（竹内(1953)，pp.26-31，古島(1975)，pp.143-157）。 
38 奈良時代 587,918.4*23.9/76.1=184,641.9154，平安時代前期 862,915.3*35.2/64.8= 468,744.114，
平安時代後期 956,875.2*30.7/69.3= 423,897.094。 
39 瀧川(1927)，pp.77-82，澤田(1927)，pp.465-466。 
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下下田の比率を 1：2：2：2とするもの）に求めた40。ここで当時の各田品 1町の収穫稲は

上田 500束，中田 400束，下田 300束，下下田 150束であったことから ，これら田品の比

率と各収穫稲を平均して計算すると口分田 1町から 314.3束の稲が収穫されることとなる。 

400束説（宮城 1957）は，田品制および七分法に対する疑問から別の推定を行っている。

すなわち，(1)奈良時代の資料に口分田に下下田が含まれていたことを証明する資料は存在

していないこと，(2)七分法についてはその制定された時期の現実的要求に応じたものであ

って実際の比率に即していないこと，(3)下下田を除けば延喜式に定められた田品毎の収穫

高そのものは実数を反映していること，上記の理由より，墾田登場以前の 1町あたりの収

穫量は，奈良時代の 400束前後，平安時代の 300束の間が実収高として考えられるとした。 

500束説（喜田 1935，赤松 1937）は，(1)国司の式田が上田の性格を有していたこと等か

ら，農民に班給された口分田は原則として全部上田であり，不足の場合は中田，下田によ

って補われて上田の場合と同じ収穫（500 束）を得られたはずであること，(2)瀧川と澤田

が依拠した田品別の法定収穫稲数はあくまでも地子算定の基数であって，必ずしも実収の

収穫高を表していないこと，(3)弘仁式制定当時の田租法は，より過去の租法と同じ考えに

基づいており，それは 1町から 500束の収穫をあげることが可能であるという前提に立っ

ているとの理由などから，通常は町別 500束を上下する収穫量はあったものと推定してい

る41。 

この議論の軸は，(1)延喜式ないし弘仁式に定められた 1町あたりの水田の収穫稲が， 300

余束（約 15石）であるか，500束（25石），もしくは 400束（20石）であるかによる違い，

(2)七分法の定義は平安時代になって誕生したもので奈良時代には存在しなかったものか

どうか，以上 2点にあるといえる。 

これまでの議論で取りあげられてきた七分法で示された穫稲量は平安時代前半に制定さ

れた規定であるが，平安前期に制定されたその数字には奈良時代から続く何らかの実態を

反映した古来の慣行であると考えられる。また，法令資料に書かれたこの七分法が地子算

定の基準の可能性もあるとするならば，現実の田地の状態をどの程度反映していたかを考

える必要がある。 

                                                   
40 「凡公田穫稲。上田五百束。中田四百束。下田三百束。下下田一百五十束」（『弘仁式』，
pp.18，『延喜式	
 中篇』，p.654）。 
41 これに近い考え方として，虎尾(1961)は，田品の混合の割合の「実例」および「田品毎の穫
稲量の推定される実例」に基づいて平均収穫量を推計した結果，口分田の経済的価値として 1
町あたり 450束の収穫があったとしている。 
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 まず，田品毎の穫稲量の基準について，奈良時代の土地資料から確認する42。越前国の

東大寺領桑原庄における 756年の庄券には，「去歳売田卅二町直二千一百六十束，十二町々

別八十束，廿町々別六十束」との記述がある43。ここにある「売田」というのは，今日の

ように所有権が永久移動するという意味ではなく，1年を限度として貸与すること（賃租）

である44。「直」とは「地子」といわれていた賃借料である45。この場合，32町の田地の地

子が合計 2,150束で，その内 12町については 1町あたり 80束，20町は 60束の地子が科

されていたことになる。 

	
 田地別に地子に差が定められていたのは，田地によって収穫量に差があったことを意味

する。この地子は収穫量の 1/5と決められていたので46，1町あたり 80束，60束の地子を

取る田地は，それぞれ町別 400束，300束の収穫可能な田地となる。これら収穫量は七分

法における中田と下田の収穫量にそれぞれ一致し，桑原庄における 32町のうち 12町が中

田で，20町が下田ということになる。以上のことから，平安時代の七分法に定めたれた田

品別の穫稲量は奈良時代においても同様で，実態を反映していたことがわかる。 

次に，七分法によって求められた土地生産性について，古代において田租徴収の際に施

行されていた「不三得七法」の運用を事例に検討する47。 

不三得七法とは，古代において田租収入を維持するために，国ごとに田租徴収予定額の

70%を確保することを目的として実施された政策で，724年に制定されたものである48。不

三得七法においては，収租率は名目上 100%となっており，税収の対象となっている田地

                                                   
42 分析については，舘野(2010)，pp.30-31に拠った。 
43 「越前国田使解」（『大日本古文書』4(111)）。 
44 「凡諸国公田。皆国司随郷土估価賃租。其価送太政官。以充雑用」（「田令」公田条，『律令』，
p.242）。「凡賃租田者，各限一年。園任賃租。及売。皆須経所部官司。申牒。然後聴」（「田令」
賃租条，『律令』，p.243）。 
45 「謂。公田者乗田也。賃租者。凡乗田限一年売。春時取直者為賃也。与人令佃。至秋輸稲者
為租。即今所謂地子者是也」（『令集解』，p.355）。班田収授を行った後に残った田（乗田）
について，耕作前の春期に借り手から賃借料（直，地子）を取る方法を「賃」といい，耕作後

の秋の収穫の際に賃借料を取る方法が「租」である。 
46 「古記云。公田不輸租。以十分之二地子為価也」（『令集解』巻 12「田令」，p.355）。資
料中は収穫量の 2/10（1/5）を地子として徴収すると書かれている。 
47 不三得七法については，村尾(1961)，虎尾(1961)，宮原(1972)に詳しい。 
48 「養老八年格云，租者全以七分已上為定，不得以六分大半」（『令集解』賦役令水旱条，p.397）。
「大半」とは 2/3の意味であり（澤田 1927，p.210），「六分大半」とは災害等で損亡の激しい
場合の例外規定として 66.6%の徴収を認めたものとなる。 
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（口分田）はすべて上田と仮定されていた49。これは不三得七法の前提として口分田はそ

の肥沃度に関係なく町別 500束が収穫可能な田地とみなされていたことを意味している。

また，この 30%と 70%という割合の根拠について，虎尾(1954)，宮原(1972)の指摘によれば，

「得七」という数値は当時の口分田の平均収穫率に依拠していたものであったと考えられ

ている50。 

ここから町別の平均収量を求めてみよう51。不三得七法はもともと田租徴収予定の田地

を対象としていたものである。それ以外の税を免除された田地の全耕地面積における割合

は，740年の遠江国浜名郡の事例では 15.9%となっている52。この比率を使えば，例えば 100

町の田地においては，84.1町が不三得七法の施行田地となり，その 70%の 58.9町の田地が

実際の田租の徴収対象となる53。この 58.9 町とは平均収穫率が適用される「得七」の田地

における平均収穫率が 58.9%であることを意味する。不三得七法はすべて上田を仮定して

いるので，町別の平均収穫稲は 294.5束になる54。この数値は 300束説の獲稲数に近似する

ものである。 

また，不三得七法の基礎となっている制度として「半輸制」がある。これは口分田が 4

分以下の損害の場合損失部分の田租のみを免除する減免措置で，長期にわたって安定した

慣習法として存在していた55。このことは，半輸法を基礎とする不三得七法が律令制の古

来の慣行を踏襲しており，田品制と同様に実際の収穫高（ここでは 294.5 束）を反映して

いたことに他ならない。 

これに加えて，町別 400 束，500 束での土地生産性について後世の推計値と比較した場

合，中世前期，徳川時代初期とほぼ同等もしくは上回る水準となるため，これら 400束以

                                                   
49 宮原(1972)，p.19。 
50 虎尾(1954)，p.30，宮原(1972)，p.22。虎尾は，その後の改定の経緯などから，平安時代に施
行された不二得八法が 2割の定免法であり，この定免法においては損害の割合と田租減収の割
合は観念上一致するため，他の平均的な収穫減収率は 2割と算定されたと考えた。ただし，実
際は田租減収の割合が平均的な収穫減収率を幾分上回っていたとして，およそ 3割が減収され
ていたと結論付けている。宮原も虎尾の説を踏襲している。 
51 不三得七法による平均収穫稲の算出方法は，宮原(1972)，pp.22-23に拠った。 
52 「天平十二年遠江国浜名郡輸租帳」（『大日本古文書』2(258-271)）。918年 6月 21日の太
政官符には「計所申之田数為十分一分以下」（『政治要略』巻 60，交替雑事（損不堪佃田），
pp.499）とあり，不堪佃田の定率は平安時代になると 10%に規定されるようになった（村尾 1961，
p.410） 
53 84.1*0.70=58.87。 
54 500*0.589=294.5。 
55 宮原(1972)，pp.19-23。 
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上の収穫量は過大評価されている可能性が高い56。その意味では，瀧川・澤田の 300 束説

（実際は 314.3束）に説得力があるといえよう。ここでは， 1町あたり 314.3束（15.7 石）

という数値を，奈良時代の町別収穫量の推定値とした57。 

 

平安時代前期  

	
 平安時代前期の土地生産性については，奈良時代での利用した七分法，その後改定され

た三分法を手がかりとして考える58。 

	
 七分法は，914 年に太政官符として諸国に出されたものであるので，これを平安時代前

期の土地生産性の算定基準とする。この場合，土地生産性は先に推計した町別 17.3石とな

る。平安時代前半は奈良時代からわずか 100年ほどしか経過しておらず，この時期に急激

な農業技術の革新がなければ，奈良時代からの土地生産性に大きな上昇は起こっていない

と考えられることになる。 

しかし，七分法が設定されて 14年後の 928年には，上田が廃止されて，中田 2：下田 2：

下下田 2 の比率の三分法に改められている59。この改定の背景には，七分法を規定してみ

たものの，この時期になると諸国では班田収授制の崩壊のため田地の荒廃が進んでいたこ

となどから運営上の混乱が生じ，より実情に即した田品区分の改正が必要となったことが

考えられる。その意味では三分法が平安時代前期の耕地面積の田品比率の実際をあらわし

ているともいえるので，この三分法を用いて土地生産性を計算してみることとする。推計

方法は奈良時代の七分法の場合と同じである。上田を除いた各田品の割合は中田 2：下田

2：下下田 2，これに各田品 1町の収穫稲である中田 400束，下田 300束，下下田 150束を

                                                   
56 町別 400束（20石），500束（25石）は徳川時代の単位に換算すると，それぞれ 7.35石/町，
9.19石/町になる。中世後期の土地生産性は 6.91石/町（Farris(2006)，pp.263の 1280年の推計値
1.88石/町を換算），徳川時代初期の土地生産性は，1600年 9.55石/町，1650年 9.83石/町であ
り（速水・宮本 1988，p.44），奈良時代の粗放的な農業経営や農業技術の水準，中世以降の農
業技術の進歩を考慮に入れて考えた場合，400束，500束説では古代の土地生産性が極端に高い
数値となってしまう。この推計は当時の法令や実際の土地資料を駆使したもので古代史という

枠内では一見すると説得性があるものの，後世の数字との矛盾があるため現実的なものでない

といえる。 
57 314.3*0.05=15.715。 
58 三分法は延長 6（928）年 10月 11日太政官符「応諸国乗田暫停置上田定三分法事」として定
められた（『政事要略』巻 53，交替雑事（雑田），p.306）。 
59 「无上田国。令進中田二分。下田二分。下下田二分」（『政事要略』，p.306）。 
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平均して計算すると口分田 1町から 283.3束，石換算で 14.2石が収穫されることとなる60。

ただし，厳密に七分法と三分法のどちらが平安時代前期の全体を通じて適切かを判断する

ことは難しいため，ここでは七分法と三分法でのそれぞれの平均をとって町別 15.0石をこ

の時期の土地生産性とすることにする61。 

	
 この数値は奈良時代のものよりも若干低い評価となっているが，その背景として当時の

耕作地の荒廃化を指摘することができる。公田については，加重な徴税や労役のために農

民が逃亡したため耕作地が放棄される事例が各地で散見されている。また，律令制施行当

初のように，口分田の再分配システムが機能しなくなってきていることも大きな理由とし

てあげられるだろう。他方，寺院や豪族によって進められてきた墾田開発も順調とはいえ

なかった。この時期の土木技術では，仮に開墾することはできても，大河川下流の沖積平

野の水田化までは不可能であり，それはせいぜい山沿いの傾斜地などでしか水田にはでき

なかったことが指摘されている．例えば，東大寺が 950年時点で所有していた田地は，全

国で 3462 町 6 段 155 歩であったが，実際に耕作地として開かれていたのは，その 10%に

も満たない 212町 5段 125歩という有様であった62。 

なお，上記の方法とは別に，全収穫量が荘園領主の取り分になっていたと考えられてい

る直営地（佃）の資料から収穫量を計算する方法もある。現在確認できる記録は 876年の

近江国愛智荘における 1町あたり 20.0石のみで，先に推計した数値に比べて過大となった
63。これは規程における中田 20石に相当する収量となる。様々な田品差の耕作地が存在す

る荘園において荘園領主が全生産物を徴収可能となる水田は，比較的条件の良い田地であ

ることも想定されるため，若干高い収量である近江国の事例 1つのみをもって平均的な当

時の農業生産の水準として考えるのは難しいと考えられる。 

 

平安時代後期  

	
 平安時代後期になると班田収授制はほぼ崩壊状態になっており，荘園・公領における土

地支配の時期となった。ここでは，平安時代前期の際にも事例としてあげた直営地（佃）

の資料から荘園領主の取り分は全収穫量であったとして町別の獲稲を計算する方法，もう

一つは荘園における不法刈取りや災害における被害状況の報告文書から推計する。 

                                                   
60 {(400*2)+(300*2)+(150*2)}/6=283.333。283.3*0.05=14.165。 
61 (15.7+14.2)*2=14.95。 
62 大石(1965)，p.172。 
63 「庄佃弐町	
 獲稲八佰束」より(800/2)*0.05=20（『平安遺文』172，近江国愛智荘定文）。 
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 まず，佃に関する土地資料は，1126 年および 1136 年の筑前国観世音寺の封荘では，2

町で町別 19.3石，2町で 16.5石，4.5町で 11.5石となっており，1166年の飛騨国の国衙領

については 1町で町別 12.0石，4.5町で 18.9石の数値が得られた。それぞれの土地面積を

考慮して平均をとった場合 15.7石となる（表 6）64。 

	
 次に，不法刈取りや災害の被害報告書について考える。不法刈取りについては，この時

期になると各地の荘園や公領において乱暴による収穫稲の略奪が発生するようになり，そ

の際に被害者である領主が提出した訴状に被害のうけた土地と収量が記されており，そこ

から町別の収穫量を算出することができる。事例は多くはないが，1085年の東寺領であっ

た伊勢国川合荘で起こった事件，1144年に相模国大庭御厨での事件が確認されている。こ

れら資料によって得られる数値は，前者の場合は 1町あたり 500束，後者の場合は 503束

の獲稲となる65。災害被害については，1121 年に伊勢国大国荘で発生した洪水被害の際に

作成された田畠注進状があり，この事例から 1 町あたり 500 束という数値が得られる66。

この不法刈取りの事例から得られた平均収量は町別 500束（25石）と見なしてよいだろう。 

ただし，これらの事例は資料の性格から考えると，被害状況について数字を誇張して報

告いる可能性がある。町別 500束という数字は奈良時代，平安時代前期の七分法において

収穫条件が最も良好な上田の獲稲数とほぼ一致するものである。これは，おそらくは上田

の収穫量が町別 500束という共通の観念が，古来よりの常識としてうけつがれてきており，

平安時代後期においても，押取りにあった場合の被害を最大限にみせるためにこの 500束

という数字を適用していたのではないかと考えられる。先の佃の収穫量についての収穫量

の事例もあわせて考えるなら，おそらくは平安時代後期においても，その上限，すなわち

上田については田地の収穫量は大きな増加をしていたとは考えにくい。このことは，他の

田品（中田，下田，下下田）における平均的な収量の概念についても同様のことが想定さ

れることになる67。 

以上のような平安時代における田品およびその収穫量についての認識を考慮すれば，先

に佃での収量において推計した 1町あたり 15.7石という数字は，平安時代後期の平均的な

                                                   
64 {(19.3*2)+(16.5*2)+(11.5*4.5)+(12.0*1.0)+(18.9*4.5)/(2+2+4.5+1+4.5)}=15.743。 
65 「田二町五段穫稲一千二百五十束押取」より 1250/2.5=500（「東寺領伊勢国川合荘文書進官
目録案」『平安遺文』1249）。「在庁官人等押入郷、抜取榜示畢、又御厨作田玖拾伍町苅，肆
萬七仟七佰伍拾束」より 47,750/95=502.63（「官宣旨案」『平安遺文』2548）。 
66 「御正作田一町苅穎稲伍佰束、雖納御倉湿朽如藁」より，500/1=500（「伊勢国大国荘流失田
畠注進状」『平安遺文』1923）。 
67 大石(1965)，p.179。 
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土地生産性を示すものとして，まったく不適当な数値ではないと考えてもよいだろう。よ

って町別 15.7石を平安時代後期の田地の土地生産性とした。 

 

4-2. 畠地  

	
 古代の畠地の土地生産性について，それを直接的に算出できる資料は存在しない。これ

にかんして澤田(1927)は，奈良時代の畠地の収穫量の推計の考え方において「今日の状況

より推測するときは，1 町 1 段の陸田より穫らるゝ雑穀の食料としての価値は水田 8 段の

稲と匹敵するものと見て大過なかるべし」との考えを示している68。もっとも澤田は「今

日の状況」についての具体的な根拠を明らかにはしていないため，この田畠の生産性の換

算比率を本推計において無批判に利用することはできないが，収穫物の価値の比較から生

産性を求める指摘は重要である。 

手がかりを探るために，近代以降の田地と畠地について考えてみよう。国内の農作地と

して典型的な中間地域と考えられる岡山県の 1878年と 1947年における，米と大豆・粟・

麦との反当生産高をあらわしたものが表 7 である。近代初期の 1878 年における雑穀類 1

反あたりの米 1 反に対する生産高の比率の平均は 0.52 となった。生産高の伸びは，1878

年を 100として，米 189，大豆 145，粟 136，麦 155となった。このことから，米に対する

雑穀類の生産高の伸びは，古代から近代にかけても低いことが考えられ，また田地の生産

量の成長も古代においてはさほど高くなかったことから，古代においてもこの 1878年の反

当生産高の比は容認できるものと思われるため，ここでは古代を通じての田地に対する畠

地の収穫物の生産性の比を 0.52とする69。 

なお，当時の資料を用いた場合の現実的な推計方法としては，畠地で収穫される作物，

すなわち雑穀の生産性が米に比してどの程度であったかを，間接的な資料から調べること

により計算する方法が考えられる。ここでは，古代における土地売券から確認することと

する。土地売券には田畠の地目および面積と価格が記載されており，ここから 1反当りの

平均価格を算出することが可能である。この反当りの土地の評価はその土地からの生産物

の収穫量を考慮しているものと考えられるので，土地売券における畠の対水田価格比は，

生産性の対水田比も反映していることが想定できる70。古代の田畠の土地売券から反当り

                                                   
68 澤田(1927)，p.617。 
69 田地との価値比較による畠地の土地生産性の分析は高重(1975)，pp.74-78に拠った。 
70 土地売券の事例の分析により，地価変動が土地毎の反別収穫稲もしくは賃租価値に対応して
いたことが指摘されている（菊地 1969，pp.188-191）。 
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価格が判明するものをまとめれば表 8になる。奈良時代の田地および畠の反当りの平均価

格は、それぞれ 21.2束，17.5束となり，畠の価格が水田のそれに対して 0.83という値を示

した。平安時代については少ないながらも同地域・同時期での田畠のデータ（819 年の近

江国，854 年の紀伊国，987-1018 年の大和国）が存在する。その場合，畠の価格の水田の

価格に対する比は，0.67（近江国），0.38（紀伊国），0.42（大和国）という価格比が得られ

た。勿論，時代や地域的な差も考慮しなければならないものの，これら畠地の価格の米に

対する比の平均は 0.58となり，近代初頭の反当生産高の比と大体において一致している71。 

	
 以上の結果より，既に推計した各時期の水田の土地生産性に対して推計した畠地の反当

生産高の比を乗じて，奈良時代 8.2 石，平安時代前期 7.8石，平安時代後期 8.2石を，それ

ぞれ畠地の各時代における町別の土地生産性とした72。 

 

5. 農業生産量の推計  

	
 ここでは，推計した田地・畠地の耕地面積と土地生産性を乗じて農業生産高を算出する。

田畠それぞれ耕作地面積と土地生産性から農業生産量を算出し，それらの関係をあらわし

たものが表 9である73。以下，それぞれの推計値について考察する。 

	
 耕地面積については，古代を通じて全体としては 1.8倍になっているが，田地が 1.6倍の

増加に対して，畠地は 2.3 倍と田地より大きな伸びを見せている。これは，奈良時代にお

ける墾田政策が田畠ともに耕作地の増加につながったが，実際には，当時の農業技術水準

では開墾して直ちに田地として使えるような状況ではなく，実際には畠地として利用され

ていた土地も多かったことが想定される。奈良時代は政府主導による大規模開発がある程

度は可能であったかもしれないが，個々の寺社の財政力では単発的・局地的な土地開発が

中心であったと考えられる。こうした状況に対して，多少の生産条件の不良にも耐えられ

る雑穀類を中心とした畠地作物によって生産が補完されていたと考えられ，これは古代に

おいて雑穀栽培が救荒作物として重要視されていたこととも関連付けて議論できるだろう。

また，平安時代前半から後半にかけて，畠地の面積が増加していないのは，耕作条件の悪

                                                   
71 (82.5+66.7+37.5+41.7)/4=57.1。 
72 奈良時代 15.7*0.52=8.164，平安時代前期 15.0*0.52=7.8，平安時代後期 15.7*0.52=8.164。 
73	
  古代の耕作地については，安定耕作地と不安定耕作地が存在しているが，本稿の推計はそれ
を含まない。『和名抄』や『拾芥抄』に記載された田籍数が不安定耕地を含むかどうかについ

ては判断が難しいこと，また天候や飢饉の影響が年によって変わることが考えられるため，こ

こでは全ての耕作地から収穫を仮定して推計をした。	
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い土地を畠地として利用していたものが，徐々に土地改良の結果，田地へと転換していっ

たことが考えられる。 

	
 土地生産性も古代を通じて成長はなく，その理由として当時の農業技術水準が大きく変

わらなかったことが考えられる。また後世と比較しても，徳川時代には 1反あたり 0.9-1.2

石の収量があったのに対して，古代では反別 0.4-0.5 石（徳川時代の単位に換算）となり，

生産性が非常に低かったことがわかる。 

	
 農業生産量は，奈良時代から平安時代前期に 0.25%，平安時代前期から後期にかけて

0.04%，古代を通じて 0.13%の年増加率となっている。奈良時代から平安時代前期にかけて

の高い増加率は，律令政府の積極的な土地政策の影響が考えられる。また，律令制度が崩

壊して以降，平安時代後期にかけて農業生産量の増加率は以前より低下するものの，生産

量そのものは増加傾向にあった。このことは，平安時代には荘園整理令が何度も出されて，

寺社が個々に所有していた各地の荘園の取り締まりも行われていたが（表 10），実態とし

てはその効果は大きくはなかったことを裏付けるものである。畠地の生産量が平安時代後

期に低下するのは，先述のように田地への土地転換があったことが考えられる。ただし，

総生産量は古代を通じて 1.7倍の増加となった。 

 

6. 古代における生活水準  

	
 古代の農業生産を 1人あたりの所得として農業生産量を推計したものが表 11である。古

代日本の産業においては，そのほとんどの割合を農業が占めていたと考えられるため，農

業生産量で 1人あたりの所得を考えることは，生活水準を考える上での有効な手段であろ

う。人口推計については複数の推計があるが，ここでは鬼頭(2000)の推計を利用した。時

代別にみると，奈良時代は 2.38石，平安時代に入ると 2.58石，平安時代後期になると 2.70

石と，ほぼ定常の状態となっている。これは，冒頭でも述べたように，鬼頭推計が古代を

通じて緩やかに人口成長があったことに対応しているといえる。 

また，これら奈良時代の 1人あたりの農業生産量を，徳川時代の単位に換算すると，奈

良時代で 1 石をわずかに下回り（0.95 石），平安時代で 1 石を若干上回る程度（1.03-1.08

石）の結果となっていることは重要な意味をもつ。徳川時代以降の 1 人あたり生産高が

1.1-1.6 石であったことを考えると，この古代の数値は非常に低位であることがわかる74。

                                                   
74 徳川時代以降の 1人あたり石高は，徳川時代初期（1600年）1.644石，中期（1750年）1.098
石，後期（1850年）1.275年，明治時代初頭（1872年）1.414石である（速水・宮本 1988，p.44）。
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また，人口の大多数を占める農民に様々な税負担があったことを考えると，当時の一般農

民の手許に残った収入は非常に少なかったとみるのが適当であろう。 

本稿の奈良時代の土地生産性の推計における根拠の一つである瀧川(1927)では，平均的

な世帯における収入は口分田のみではその世帯の要する食料の5分の3を満たすに過ぎず，

他の対策を講じなければ生活することは不可能であったとする悲観的な見解を述べている

が，これは本稿の方向性において一致するものである75。また，Farris(1985)で分析された

現存する古代の戸籍資料から統計的に有意な結果を得た 4 件の人口群の事例では，8 世紀

前半の出生児平均余命は 27.75歳から 32.50歳であり，出生から 5歳までの乳幼児死亡率は

53.39%から 61.69%という高いものであった。このことからも古代の農民生活においては生

存することすら非常に厳しいものであったことがわかる（表 12）76。 

	
 しかし実際には，古代の農民は生存するために何らかの手立てを講じていたものと考え

られる。澤田(1927)は，口分田の生産性を考える際，どの時代においても公称の収穫は実

際には幾分か低いものであったはずだったとして、当時の農民の実収は公称収穫よりも一

割は多かったものと仮定している77。澤田はこの推測について特に根拠は示していなかっ

たが，これは非常に重要な指摘であろう。例えば，隠田・隠畠の経営，公田や他人の私田

を小作することによる副業的収入によって日常生活の収入を補っていたことは十分に考え

られるものである。また，採集食料や獣・家畜・魚介類などの動物食料の摂取も存在して

いたと思われる。戸籍制度についても，帳簿上の不正や虚偽の申告をすることによって収

入を増加させる事例や，本籍地からの逃亡・浮浪が多発していたが，これも厳しい生活水

準下での負担への対策としては当然のものである。こうした一般農民がとった生活の糧を

得る方法は，いわば律令体制の制度的枠組みから外れたものであり，そこに生存への手段

が残されていたといえる。 

 

7. 結論と今後の展望  

	
 以上，古代における経済成長と生活水準について農業生産の分析を軸に数量的に観察し

                                                                                                                                                     
ただし，徳川時代以降の石高には非農業生産も含まれているが，それを考慮したとしても奈良

時代の 1人あたり石高は少ないものと考えられる。 
75 瀧川(1927)，pp.78-79。 
76 Farris(1985)，pp.43-44。また，検定結果が有意ではないが，別の 6件の人口群では，出生児
平均余命が 20歳未満という結果も出ている。 
77 澤田(1927)，p.614。 
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てきた。古代全体を通じた経済成長の流れは，途中部分的な落ち込みをみせるものの，非

常にゆるやかなものであったといえる。これは，古代の経済社会が農業生産に頼ったもの

であり，十分な技術発展がなかった当時の状況下では，生産のサイクルを維持すること以

上の発展は見込まれるものではなかったことを意味する。農業生産量から直接推計した 1

人あたり石高による生活水準についても全体的に低調となっており，農民の生活は生存す

ることすら厳しいものであった。 

	
 このことから律令国家は貧弱な農業生産に依存する古代国家であったといえるが，それ

でも国家体制を確立し，平城京・平安京といった巨大宮都の度重なる建設など，比較的強

力な国力を身につけていたことも事実である。一般農民が低い生活水準でありながら，そ

うした社会制度や経済力を律令国家が獲得し得たのは，強力な税負担による国家収入の確

保が大きかったのではないかと考えられる。その意味においては山上憶良の歌に描かれた

一般農民の過酷な姿は，十分に現実を反映したものであったといえる。 

	
 そして，平安時代前期から後期にかけて生活水準が上昇していく過程は，律令体制の崩

壊過程と入れ替わるように，古代国家の制度の枠組みから解放された寺社勢力が土地開発

や荘園経営を行った時代にリンクしている。寺社が保有する耕作地への国家からの税徴収

は免除されることになっていたため，そのことが土地開発・農業生産増加への大きなイン

センティブになっていた。これに対して，口分田を基礎とした国家収入減少を防ぐため，

荘園整理令のような規制による寺社経済への介入は度々あり，荘園の没収や国衙領へ組み

入れることにより収入確保を図ろうとした。それでも律令政府は体制を立て直すことがで

きず，やがて乱立する荘園を抑止することが不可能になり，平安時代末期には実質的には

荘園を公的に保証することとなった。農業生産を基盤にした古代国家の衰退は，結果とし

ては耕地面積の拡大，生産量の増加に大きく寄与することになったともいえる。 

	
 中世への展望については，Farris(2006)において 14世紀から 15世紀の社会が中世におけ

る繁栄の時期と強調されているが78，停滞気味であった古代の生活水準が中世以降の商

業・流通の発達や生産技術の向上により，どのように変化していったかについて，古代と

中世を接続して分析をする必要があるだろう。 

	
 もっとも，本稿での推計は残された土地資料を中心に農業生産量から生活水準を求めた

ものであり，そこには非農業生産物，採集食料や動物食料，鉱工業生産といった記録外の

                                                   
78 Farrisはこの時期は，飢饉や戦争の影響を最も受けにくかった時期であり、それは成長のた
めの最適な時期であったとして Muromachi Optimumと名付けている（Farris(2006), p.6）。 
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ものについては，まだ多くの課題を残している。これらが総生産に占める割合が大きくな

る可能性は低いものと考えられるが，他の推計方法での確認も含めてこの点については今

後の課題としたい。  



25 

図表  
 
 
表 1	
 総人口の推移  
 

年 鬼頭 
(2000) 

Farris 
(2006, 2009) 

斎藤 
(2000) 

725 4,512,200  
 

730  5,800,000–6,400,000  
800 5,506,200  

 
900 6,441,400  

 
950  4,400,000–5,600,000  

1000   
6,000,000 

1150 6,836,900 5,500,000–6,300,000  
1250   

6,500,000 
1280  5,700,000–6,200,000  
1450  9,600,000–10,500,000 10,500,000 
1600 12,273,000 15,000,000–17,000,000  

 

出典：鬼頭(2000)，pp.16-17，Farris(2006), p.99, p.262，Farris(2009)，pp.16-27より作成。 

 

表 2 口分田および口分田以外の田数（遠江国浜名郡：740年）  

 

 田数（町, 歩） 

口分田 880.4 276 

墾田 16.6 236 
乗田 170.3 220 
放生田 0.4 

 
公廨田 0.6 

 
駅起田 3.0 

 
入田 1.6 133 
郡司職田 6.0 

 
闕郡司職田 6.0 

 
射田 1.0 	
  
計(口分田以外) 205.6 229 
総計* 1,086.1 145 

 

出典：大日 2/258-259より作成。 

  



26 

表 3	
 文献資料にあらわれた田籍数  
 

A. 平安時代前期 

国名* 倭名抄 掌中歴 伊葉字類抄 拾芥抄 海東諸国記 町歩下組帳 

 町 段 歩 町 段 町 段 町 段 町 段 町 段 

飛騨 6615.7.004 615.- 1656.- 4356.- 1615.5 3360.- 
尾張 6820.7.310 11940.- --- 11930.- 11940.- 30105.7 
三河 6820.7.310 7054.- 7054.- 7054.- 8820.- 23554.3 
日向 4800. 余  8298.- 7236.- 8298.- 7236.- 23535.6 
大隅 4800. 余  1717.- 3773.- 4707.- 673.- 11653.4 
薩摩 4800. 余  5521.- 4640.- 5521.- 4630.- 18150.9 

 

B. 平安時代後期：『拾芥抄』の田籍数の比較 

国名* 倭名抄 掌中歴 伊葉字類抄   拾芥抄 海東諸国記 
    (大日本租税志) (故実叢書)  

 町 段 歩 町 段 町 段 町 段 町 段 町 段 

信濃 30908.8.140 37460.- 41656.- 1656.- 30929.- 39025.3 
安芸 7357.8.047 7834.- 7480.- 17084.- 7484.- 7484.- 
肥後 23500. 余  23707.- 23788.- 13462.- 23462.- 15397.- 

 
* 『町歩下組帳』は徳川時代中期成立。田積数は奈良時代の単位に換算した（1 奈良町=1.088
徳川町）。 
 
出典：彌永(1980)，表 X-4，pp.380-383，故実叢書編集部(1952)，pp.409-418，『大日本租税志』，

pp.246-265（町歩下組帳）より作成。 
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表 4	
 古代の田籍数  
 
国名 725 900 1150  国名 725 900 1150 
	
  奈良時代 平安前期 平安後期  	
  奈良時代 平安前期 平安後期 

 
町	
  町	
 段 歩 町	
 段   町	
 段 町	
 段 歩 町	
 段 

（畿内）  （山陰道） 
山城 -----.- 8,961.7.290 8,961.-  丹波 -----.- 10,666.0.262 10,855.- 
大和  17,905.9.180 17,005.7  丹後  4,756.0.155 5,537.- 
河内  11,338.4.160 10,977.-  但馬  7,555.8.005 7,743.- 
和泉  4,569.6.357 4,126.-  因幡  7,914.8.208 8,016.- 
摂津 	
  12,525.0.178 11,314.-  伯耆  8,161.6.008 8,842.- 
（東海道）  出雲  9,435.8.285 9,968.- 
伊賀 -----.- 4,051.1.041 4,055.-  石見  4,884.9.042 4,872.- 
伊勢  18,130.6.245 19,024.-  隠岐 	
  585.2.342 624.- 
志摩  124.0.094 4,917.-  （山陽道） 
尾張  1,1940.-.--- 11,930.-  播磨 -----.- 21,414.3.036 21,236.- 
三河  6,820.7.310 7,054.-  美作  11,021.3.256 11,616.- 
遠江  13,611.3.035 12,967.-  備前  13,185.7.032 13,206.- 
駿河  9,063.2.165 9,797.-  備中  10,227.8.252 10,883.- 
伊豆  2,110.4.112 2,814.-  備後  9,301.2.046 9,298.- 
甲斐  12,249.9.258 10,043.-  安芸  7,357.8.047 7,484.- 
相模  11,236.1.091 11,486.-  周防  7,834.3.269 7,657.- 
武蔵  35,574.7.096 51,540.-  長門 	
  4,603.4.231 4,769.- 
安房  4,335.8.059 4,362.-  （南海道） 
上総  22,846.9.235 22,666.-  紀伊 -----.- 7,198.5.100 7,119.- 
下総  26,432.6.234 33,000.-  淡路  2,650.9.160 2,870.- 
常陸 	
  40,092.6.112 42,038.-  阿波  3,414.5.055 5,245.- 
（東山道）  讃岐  18,647.5.266 17,943.- 
近江 -----.- 33,402.5.184 33,450.-  （西海道） 
美濃  14,823.1.065 45,304.-  伊予  13,501.4.006 14,825.- 
飛騨  1,615.-.--- 4,356.-  土佐 	
  6,451.0.008 6,173.- 
信濃  30,908.8.140 30,929.-  筑前 -----.- 18,500.-.--- 19,765.- 
上野  30,937.0.144 28,453.-  筑後  12,800.-.--- 11,377.- 
下野  30,155.8.004 27,460.-  肥前  13,900.-.--- 13,462.- 
陸奥 -----.- 51,440.3.099 45,077.-  肥後  23,500.-.--- 23,462.- 
出羽 	
  26,109.2.051 38,628.5  豊前  13,200.-.--- 13,221.- 
（北陸道）  豊後  7500.-.--- 7,570.- 
若狭 -----.- 3,077.4.048 3,139.-  日向  7400.-.--- 8,298.- 
越前  1,2066.-.--- 23,576.-  大隅  3000.-.--- 4,707.- 
加賀  13,766.7.334 12,536.-  薩摩  4000.-.--- 5,521.- 
能登  8,205.8.236 8,479.-  壱岐  620.-.--- 620.- 
越中  17,909.5.030 21,399.-  対馬  428.-.--- 620.- 
越後  14,997.5.207 23,738.-  計 587,918.4.- 862,915.4.033 956,875.2 
佐渡 	
  3,960.4.--- 4,870.-      

 
出典：本文参照。  
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表 5	
 奈良時代における寺領荘園の田畠別内訳  
 
年 国 	
  田地 

(町) 
畠 

(町) 
計 

(町) 
田地割合 

(%) 
畠地割合 

(%) 
709 弘福寺領 7ヶ国：大和、河内、山城、

尾張、近江、美濃、讃岐 
158.4 49.7 208.1 76.1 23.9 

 
出典：『大日本古文書』7(1-2)，2(578-623)より作成。 
 
 
 
表 6	
 平安時代後期の佃における生産性  
 
年 月 地域 	
  田地 獲稲量 

	
  	
  	
  	
  (町) (石/町) 
1127 8 筑前国 観世音寺領 2.0 19.3 
1136 2 筑前国 観世音寺領 2.0 16.5 
	
  	
  	
  同 4.5 11.5 
1166  飛騨国 国衙領 1.0 12.0 
	
  	
  	
  同 4.5 18.9 

 
出典：『平安遺文』2366，3410より作成。 
 
 
 
表 7	
 米と大豆・粟・麦との反当生産高と比率（近代）  
 
A. 反当生産高 
品目 1878 

(石) 
1947 
(石) 

米 1.196 2.263 
大豆 0.446 0.645 
粟 0.657 0.892 
麦 0.756 1.17 

 
B. 米 1斗当りの雑穀との交換率 
品目 1878 

(斗) 
1947 
(斗) 

大豆 0.37  0.29  
粟 0.55  0.39  
麦 0.63  0.52  
平均 0.52  0.40  

 
出典：高重(1975)，p.77。  
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表 8	
 古代の田畠価格  
 
奈良時代 
年 買人名 国 地目 反当価格 (束) 

766 東大寺 越前 墾田 24 
767 東大寺 越前 墾田 8 
767 東大寺 越前 墾田 30 
767 東大寺 越前 墾田 20 
767 東大寺 越前 墾田 24 
767 東大寺 越前 墾田 24 
767 東大寺 越前 墾田 16 
767 東大寺 越前 墾田 24 
767 東大寺 越前 墾田 21 
776 三野臣乙益 備前 畠 27 
776 唐招提寺 備前 畠 15 
776 唐招提寺 備前 畠 13 
776 唐招提寺 備前 畠 15 

 
平均価格： 
	
 田地 21.2束，畠地 17.5束（水田を 1とした価格比 0.83） 
 
 
平安時代 
年 買人名 国名 地目 反当価格 (束) 

819 中島連茂子 近江 墾田 30 
819 中島連茂子 近江 畠 20 
854 権大僧都真済 紀伊 新田 50 
854 権大僧都真済 紀伊 新田 75 
854 権大僧都真済 紀伊 新田 80 
854 権大僧都真済 紀伊 新田 87 
854 権大僧都真済 紀伊 新田 90 
854 権大僧都真済 紀伊 新田 100 
854 権大僧都真済 紀伊 畠 30 
987 勧修寺別当上綱 大和 田 240 
988 東大寺法春 大和 田 240 
995 在庁威儀師慶芸 大和 田 240 

1002 東大寺知事明円 大和 田 240 
1018 橘朝臣行順 大和 畠 100 

 
平均価格： 
	
 819年	
 田地 30束，畠地 20束（水田を 1とした価格比 0.67） 

854年	
 田地 80.3束，畠地 30束（価格比 0.38） 
987-1018年	
 田地 240束，畠地 100束（価格比 0.42） 

 
出典：菊地(1969)，pp.188-191。高重(1975)，pp.75-76より作成。 
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表 9	
 古代の耕地面積・農業生産性・農業生産量  
 
A-1. 数値の推移 
年 耕地面積 

 (町) 
土地生産性 

 (石/町) 
農業生産量 

(石) 
	
  田 畠 計 田 畠 計 田 畠 計 

725 587,918.4  184,641.9  772,560.3  15.7 8.2 13.9 9,230,319  1,507,417  10,737,735  
900 862,915.3  468,744.1  1,331,659.4  15.0 7.8 12.5 12,943,730  3,656,204  16,599,934  

1150 956,875.2  423,897.1  1,380,772.3  15.7 8.2 13.4 15,022,941  3,460,696  18,483,637  
 
A-2. 耕作地の状態 
年 田畑比率 

 (%) 
	
  田 畠 

725 76.1  23.9  
900 64.8  35.2  

1150 69.3  30.7  
 
B. 年増加率 

期間 耕地面積 土地生産性 農業生産量 
	
  田 畠 計 田 畠 計 田 畠 計 

725-900 0.22  0.53  0.31  -0.03  -0.03  -0.06  0.19  0.51  0.25  
900-1150 0.04  -0.04  0.01  0.03  0.02  0.03  0.06  -0.02  0.04  
725-1150 0.11  0.20  0.14  0.00 0.00 -0.01 0.11  0.20  0.13  

 
 
出典：本文参照。 
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表 10	
 古代における荘園整理令  
 
年 月 日 内容 
902 3 12 内膳司臨時の御厨と院宮王臣家の厨の停止 

 3 13 勅使開田の停止，院宮五位以上官人の百姓田地舎宅買収と閑地荒田占収

の停止。 

  13 院宮王臣家が民宅を仮りて荘家と称し，稲穀等を貯積するのを禁止。 

  13 院宮王臣家の山川藪沢占取の禁止。 

 11 28 延喜荘園整理令（902年）以後の新立荘園（格後荘園）の停止。 

 7 7 王臣家が荘園田地を設けて国郡を妨げるのを禁止。 

1045 10 21 前司任中以後の新立荘園の停止。 

 3 13 寛徳荘園整理令（1045年）以後の新立荘園の停止。 

 2 22 寛徳荘園整理令（1045 年）以後の新立荘園の停止，やせ地を嫌い肥地と
の相博や平民を使い公田を隠したもの，定まった坪付のない荘園，諸荘

園ごとの所在の領主・田畠総数などの注進。 

 3 23 寛徳荘園整理令（1045 年）以後の新立荘園の停止，往古の荘園でも券契
不明や国務に妨げのあるものは停止。 

 閏 10 11 太政官所に記録荘園券契所を設け，寄人 5人を置く。 

 閏 4 23 寛徳荘園整理令（1045年）以後の新立荘園の停止。 

 6 10 寛徳荘園整理令（1045年）以後の新立荘園について荘園年紀・本免田数・
加納田畠等を注進させ，先符に任せ停止。 

1099 5 12 寛徳荘園整理令（1045年）以後の新立荘園の停止。 

1213 閏 9 18 1155年 7月 24日以後の宣司なき新立荘園の停止，それ以前の荘園につき
本免田のほか加納余田および荘官寄人の濫行の禁止，諸国寺社の神人・

悪僧の濫行の停止，特定大寺社領・仏神事用途の注進。 

1214 3 17 保元元年整理令（1213年）と同内容。 

1191 3 22 本免田以外の加納余田と保元以後の新立荘園および国中訴訟・荘民濫行

の注進，天裁を得ず国免庁宣で荘園を立て，諸国人民が私領を神人・悪

僧・武勇輩に寄するのを停止，諸国神社の神人・悪僧の濫行の停止，特

定大寺社領・仏神事用途の注進。 

 
出典：義江彰夫「荘園整理」，瀬野精一郎編『日本荘園史大辞典』，pp.360-361。 
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表 11	
 推計人口を利用した 1人当たり石高の変遷  
 
A. 単位：奈良時代 

	
  鬼頭(2000) 

725 2.38 
900 2.58 

1150 2.70 
 
B. 単位：徳川時代 

	
  鬼頭(2000) 

725 0.95 
900 1.03 

1150 1.08 
 
単位： 
奈良時代の単位から徳川時代の単位への換算 

1奈良石＝0.4徳川石 

出典：表 10および鬼頭(2000)，pp.16-17より作成。 

 
 
 
表 12	
 奈良時代における出生時生存年齢の検定結果  
 
A. 有意 
年 人口群 人口成長率 

(%) 
出生時生存年齢 

(歳) 
乳幼児死亡率 
(5歳以下, %) 

702 美濃国・女性 1.1 27.75 53.39 
702 半布・男性 2.2 32.50 55.48 
702 半布・女性 1.4 28.75 61.69 
702 九州・男性 1.7 30.50 59.16 

 
B. 棄却 
年 人口群 棄却理由 	
  
702 美濃・男性 出生児生存年齢 20歳以下。 
702 九州・男性 出生児生存年齢 20歳以下。 
721 下総・男性 測定不能。 

 721 下総・女性 出生児生存年齢 20歳以下。 
726/732 山城・男性 出生児生存年齢 20歳以下。 
726/732 山城・女性 出生児生存年齢 20歳以下。 

 
出典： 
Farris(1985)，Table 12. Successes and Failures in the Search for Eighth-Century Vital Statistics，pp.43
より作成。 
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図 1	
 奈良時代の標準世帯内訳  
 
 
 

 
 
 
出典：本文参照。 

  

… 
1戸 21人 

男 9.6人 

女 11.4人 

5歳以下 1.5 
6歳以上 8.1 

5歳以下 1.5 
6歳以上 9.9 

	
 	
 	
 	
 	
 正丁 1.7 
此内課口	
 次丁 0.2 

中男 0.4 
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図 2	
 平安時代の耕地における畠地の占める割合  
 
平安時代前期 

 
 
平均：34.2% 
はずれ値（95.0%以上）を除く平均：25.3% 
耕地面積による平均：35.2% 
メジアン：27.9% 
 
平安時代後期 

 
 
平均：37.6% 
耕地面積による平均：30.7% 
メジアン：33.3% 
 
出典：『平安遺文』。本文参照。 
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